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１．人財確保に向けた方針・課題・計画の概要 1

■方針：廃炉作業に必要な分析人財を確保すること

■課題：①高度な分析技術を要し、育成に時間を要する分析技術者の確保

②現場で分析作業を遂行する分析作業員の確保

■計画：当面の間は、廃棄物分析を中心に以下の通り進め、順次、燃料デブリ分析に展開

①分析技術者候補を社外機関に出向させ実務トレーニング３年で育成（OJT）または採用

②分析作業員は新規採用により増員。また、キャリア採用や配置転換も併用して増強

順次、育成した分析技術者からの持続的なトレーニングや社外研修等を通じて育成

課題①

課題②



2２．分析技術者の育成計画

■アクションプラン

➢ 分析技術を有する社外分析機関に分析技術者候補を出向する

➢ 出向先の『廃棄物分析の方法・手順（原理）』を理解する

➢ 廃棄物（実サンプル）を用いて実践形式OJTで訓練する（回収率で習得を判断）

■進捗状況：計画通り進捗中

➢ 現在、実践形式のOJTを継続中。年度内に東電版のコンクリート手順として制定する

➢ 2024年度以降（２期、３期）について候補者と出向先を選定中

廃棄物の放射能濃度を定量可能で且つ手順を構築可能な人財1~2名を育成
－分析対象：金属、コンクリート、土壌、焼却灰、水処理廃棄物

目標

2023年度 2024年度 2025年度

１期：JAEA大熊

コンクリート

金属・焼却灰

土壌・水処理廃棄物

２期：JAEA大熊

金属・ｺﾝｸﾘｰﾄ・焼却灰

土壌・水処理廃棄物

３期：検討中(JAEA以外)

検討中（デブリ含む）



3３．分析作業員の確保計画

■アクションプラン

（増員計画）

➢ 2024年度から、毎年、５名程度（目標）増員する

（育成計画）

➢ 順次、分析技術者による指導により分析作業者を持続的に育成する

➢ また、育成には社外分析機関による研修プログラムも活用する

■進捗状況：計画通り進捗中

➢ 分析作業員の増員について関係者間で調整完了

➢ 分析作業員のトレーニングに用いる東電手順を2023年度内に作成予定

分析技術者が作成した手順に従って、分析作業を実行可能な分析作業員を
20～30名確保すること。なお、要員数は分析計画に合わせて適宜,見直す

目標

（補足：分析作業員の必要数の考え方）

・分析作業員５～６人でチーム編成し、チーム当り２週間で３～４試料を処理する想定
・現行の分析計画（年間200～300試料）を達成するために必要な人数として算定


